様式１（第６条関係）　別紙５

	研究開発プロジェクト名：
	

	
	の国際標準化活動支援

	事業者名：
	


研究活動に係る透明性確保に関する誓約書

	令和　　年　　月　　日

本誓約書を提出する必要があるのは、別紙４に「国際標準化活動に従事する派遣人材」として記載された者（②直接雇用人材）のみです。

国立研究開発法人情報通信研究機構
　理事長　殿


	事業者名
	

	役　　職
	

	氏　　名
	




本助成事業に交付申請するに当たり、下記のとおり、自身が関与する全ての研究活動に係る透明性確保のために必要な情報について、所属する研究機関に報告していることを誓約します。


記

１　他の競争的研究費及びその他の研究費の応募・受入状況（資金配分機関名、制度名、研究開発課題、実施期間、エフォート等）

２　現在の全ての所属機関・役職（兼業や、外国の人材プログラムの参加、雇用契約のない名誉教授等を含む。）

３　寄付金等や資金以外の施設・設備等の支援（無償で研究施設・設備・機器等の物品の提供や役務提供を受ける場合を含む。）

４　その他

以上





（注）適宜ページを追加し、各研究者が内容を確認の上、それぞれ誓約を行うこと。

